
衆議院外務委員会 (平成 21年 6月 24日 )質 問要旨

衆議院議員 武正公一

(答弁者外務大臣)

1,カザフスタン セミパラチンスク核実験場ほか被爆者への日本政府の対応について

2、中央アジア非核地帯 (セメイ)条 約について

3、 東南アジア非核兵器地帯 (バンコク)条 約について

4、 拡大抑止 (o70501 2+2同 盟の変革)に ついて

5、 核戦力体制見直し (NPR)に ついて

6、 「スポイラージャバン」について
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1つつ4年 4月  日■間で結た.だ条約こ承継 を確認.

1つ00年 3月  'す ,ス タ■′政府か 日本国政府に対 して日ノ租税条約 の適用 を終 了さ

せ う意思を通告.(■ れに より同条約は理 16年 ]月 1曰 ●1後に開始す る各課税年度の

所得 につい●■●. ,

111■生「=¬  日 ■引t'「 ‐●,1,術 ド`■脇定署.= 1211ら¬三
`月

予t・|).

」い|■年 li Fl  ●  ■ ■「~i・ ■| ヽ I TI■1■:■.告

出所 :衆院外務調査室 lFf71 1‐f■
1'予|.さ]II P■「募 |[rl=Ft'



軍事力によらない「非核の傘Jで平和と安全

いまこそ「東北アジア非核兵器地帯」を
筋 年9月8E中 央アジアい 国が

'中
央アジア非核兵器地帝J条約 ●署■し 世界で嗜 日 lι半辱て,と なる,1核兵署地帯が誕生した ―口,ll●■

器地帯の地位を獲得しているモンゴルとあわせ 北半辱にr,1核の傘Jが大■〈広がつた

,1植兵器地帯においては 核兵器の開発 製造 取得や配機のみならす 地帯
"の

個家に対する核兵器の使用やけ嚇も禁上さイ、る こうした地帯の設置
は 軍・・力に依存し●い「|1核の傘J=よつて 私たちの平和と安全を確実にしようとすなiみてある 中東 南アジア 東北アジアなと各えて 新たなすlll兵
器地帯を生み出す努力が短 =られている 北朝鮮のlな 験とい諄 態を,け たいまこそ 「東北アジア非核兵器地帯Jの実現に向=て 声を強めよう

■,,■liJ,口  11 ●■デFi

ラテン アメリカおよびカリブ地域に
おける核兵響禁上条約オ

1トラテロ,レコ条約|

●■言言= 15,年 =]1■■
0'■    1,■ 年41==,

0"■ の1:翌
,tt“店i●=¨

`。
点●■●■¬ ・柳■●●

1,f●|■■,■ ,■・し|●

' l itl●
t両■ュ〔■

|■i ==1 1 111i l l=‐=t緯■■i=iェF●
■■■■=11■ 言 ■灌ロモ「=コ !"●ょ●
==1■ =西  = ● こ継口 ‐

`.■
●■■,■

■■1● こ■‐●輔■11,t“■■● =,,,■ li
l:=き.,11■ o店● .1‐●・̈ iょ■■■●,=
市 it■コ=西t,it,,■■●

“
t7● ■tl匡

■| ■|けヽヽ  |口  こ■i●●,テt,|=|

●!OET
上十

'J「
● =■■i=匡 ,1,■ |“●L

●七 F■ L■ ■■

'itヽ
・・コ■ |■■ キイ,,ギ∴□「■|●″ユ号

it月 ‐Ⅲ■= |,■ ■■ |■|い市滸を,1●
,■,●■た●=■ ■=J「 署ヽ it t吉許Li

,,|

11: 年̈ =読■●せ,1=査 tt■ |●

中央アジアプ1核兵器地帯条約 (セυうチンスク条:■

0■■■= `=■■,18=
●t● =,□ 1,●,´

'サ
 キルギ■

':|キ
′●, |′t,メ‐■

', 
■■ キヽ●=■■=ょう●」嗜tim口 ==全|,

●口詩の範■

■,F'国 ●,F員士 全 =に |ヽ!|にた ■1河11)■,こ,,ら● し
,

011「=二¨ちi
‐=::喝=ゼ

`r il=■
●議=古 ,'卜●]]●■1 ●L●,IコV■■置す

●■lt ll●月■,コ市|■′
'●

 ==| キ|●■■1証●II常莉E●:ら
'●■|==■ Fヽ■に141与:|■■■|■●■■1

東北アジア,1核兵器地帯り晰 提案)

●1¨=it■■:,■=■=す●■ ■「■を
'■ `ス

・―プラスス
十的|ミ,|■畔 Fi'■| 1ヽ■ 1● リー:■|'Fら
と,■=:J=ヌとして・l,,半島,| ●さ

'ヽ
F● ●¬ |■1■,'●||■

,1南 ■十=亘言[|■'|■
|,三 ・1器地市■■ ■■ ●■■■|■

FI=●
“

| ■,111+中 ●1: ■
■■ [′ 攻蜃 販■を な|マ i

ンゴル非核兵器地帯地位

●1`も=iO:4= 二JFt■ ,議 =

□
“

+「 =器 地帯 ,tli=翌 ¨

●■ま■=1=■  □向=‖ |=

●重在 ■■兵I増 ..■地位 =='t

ニニ間 =た ま多二百■●■1●ヽ 中

|   |
|  |

|  |

ll II

市大平洋非核地帯条約
(ラロトンガ条約ヽ

●指浩=名  1"=彗 111
0ヤ ■    i● ・|‐ 1=111=

●札吉■

“

匿
■約つ||こ書■=1冊|ヽ・|「こ |=■ 定t,

='■ ■hi=tt■ t:● ■●=t「 |■
■=|● ,t口 ■|¨

'J同
■=‐ ,| |卜 津

にコtl=■ FI[若 |■■ ´ ,●1■ ,=海 ,F
101J=r, ■ ′ ●I「二|■t,  ,|■ |●11

●〕盟二
|■7丼 ||●セ置十:́口tlt● 1捐

●■1■■□
`,■̀ =■t′■出
`■

■■|13■■t,|■ ■1=
tl■坪■=琳■■=|lll‖丼||:■|■,
■
'[牛

0●ヽ、駐●■■,■●●議●■=||
|●‐,,■,,「事■■it=電 ●■===
='1 1=三■[,,べ■十 1,●F■■=|
11'[キ託[,,■

南極条約

●お行ヽ名 1,コ年1311=1,,,● ,
0■■   1%1年 li31

0地 静つ範 L

南纏,,度以百■■,た だt=■ ■ ●■●■1■
つE際士い竜利を侵害:A,|

●地崎■●年■十i□ 超,
●=ドF・■■領上に 康ヽt●|‐■11年■41

0■ 盟国
,つい湾兵=コ===“ ■劃

東南アジア非核兵器地帯条約■ヽンコクrP約, F]デ 国■■‐■1■|‐ ■,一,■■■ィイ,籠
有権を主■す=¬ す拷=●,,(l III需|■1'デ

●斎 t=4 1,“ 年lJ]],H
●加盟国

●■■   1,サ 年,「],=
上記「地帯●にt直 ■■国 ■■ ●,Ⅲ‐

●地帯
`,i□●南●:'■●●■■●,国 7●,,土J■●,tけ榊 ■|:ti,1ヽ

",ti[●
●1□,,"ウ ィ

'●
●世|●=,ボ 域

`=■

‐ 蔵=●‐ I

●地●tFに 位置ヽ

`ビ

|[崚
■■

'(‐
|■  イ,「‐ 1■ 十

'■
‐

…
‐ ■

|― ,ィリ■● ´●■■―● タイ ■́■●

●■■■国の■r
,■′ヽ i器匡に,して■,i‐,国に

't,お
よ●t市商

li島
"●

干よ,■■月,,"喘を1■■=[|,す●た頷定
書|==燥)● 澪:メ ■ヽ,いL+, ■t〕=●|∫=■t
i■■=|[,専 着■域よrl地昂=,コ |る,=″ ‐ヽ ■番
ヽ
`,署

`を
拒きti■■ 「̈t差計 十し,|る

リカ非核兵器地帯条約■リンダバ条,

●おi=も  1ヽ ‐ |■ ,

● [|',    ■ 1室 1当,|●■●1,議―ヽ ,t● ●■過■■ ,●しtを
■■it,i=≒ ¬

et常 ,.■3
1'■貯 0ヽ●‐●|   =■

`舟
1,□ ′JI●●●  ●

'●
ま ,11■ ●

‐■′―J=●●||=||●二 ●● 貫ヽ=■,1●|■● 1地□ i ll薇薔 :「 讐■,

1「11 111島 千ヽ=● :■||, |

〔■ ■■津に,■■|●スト皇1門tr,預 吉儘間L■ 卜● ,電番=た,=[
‐ |,ut'■1■,′ ='中 ●+薫雙‖●,島■ 工=● ■,■′=■れてぃ=

●ID甲J

"●
口11=ち

",国

■・|,`|' 11'● ■ デ,|+| ■  ●-111● ―
● ,L■ ‐1 ■|=● ■=● ●=● I J I● ● ・■

"´
●■ ・|モ

, ■  ●―,||′   ,,ュ |● 市
' '■

 ス●■‐,「 ', '‐ ■ |― ■
11  工|,イ|,勲

●■11.■国の●=

=t古 1,| 千詢i■ コ■●、● 1,コ 地■内=|● 工器,専用=た :|,
十●巨■||′lt ==`=“ 読●畜 ■| 地ヽ帝内で

'I実
摯●■■=亡

“

十

■'「■■E「 ■,,t=● = = l t,■ 署[|,権 十 。,署 ti=
:‐ ,■iF` LI● ■●

"菫
きい1● =移 了し,|

=,1■ |■ ● |,「 ■差 「■,'|| 1●=オ●=ち日ヽ 三電郵
…

●=],日 :,=t■ |: ‐ヽ=ち==it吉 ●ITF=● ■Jl■Fi≒ | 中 酢 |'_フ   l― И■「■

`‖



共同発表
日米安全保障協議委員会

同盟の変革:

日米の安全保障及び防衛協力の進展
(仮訳)

2007年5月1日

英語版旦二五ら

ライス国務長官
ゲイツ国防長官

麻生外務大臣

久間防衛大臣

L概 観

日米安全保障関係は、日本の防衛の基盤であり、アジア太平洋地域の平和及び安全の要である。安
全保障協議委員会(SCC)の構成員たる閣僚は、過去2年間の安全保障協議委員会の会合及び発表文
において示された展望に従つて、二国間の安全保障及び防衛協力が近年進展していることを歓迎した。
2006年7月のミサイル発射及び同年10月の核実験を含む北朝鮮による挑発は、常に変化する安全保障
環境において同盟が弓|き続き有効であることを確保するためには、日米同盟の変革が重要であるとい
うことを明確に認識させるものである。

閣僚は、現在の拡大する日米協力が、数年前に始まった同盟の更新及び強化のためのこれまでの努
力によつて可能となつたように、両国が現在同盟に対して行う投資によつて、平和及び安全に対する将
来の課題に対して、同盟が効果的に対応することが可能となることを認識した。

さらに、閣僚は、相互協力及び安全保障条約の伝統的な役割の重要性を強調した。同条約は、日本
政府に対する米国の安全保障を確かなものとしつつ、同盟関係にとって死活的に重要な在日米軍のプ
レゼンスを可能としてきた。米国の拡大抑止は、日本の防衛及び地域の安全保障を支えるものである。
米国は、あらゆる種類の米国の軍事力(核及び非核の双方の打撃力及び防衛能力を含む。)が、拡大
抑止の中核を形成し、日本の防衛に対する米国のコミットメントを裏付けることを再確認した.

この文脈において、閣僚は、新たに発生している安全保障上の課題に対して、より効果的に対応する
ために、二国間の情報協力及び情報共有を拡大し深化する必要性を強調した。閣僚は、また、秘密を
保護するためのメカニズムを強化することとした。

安倍晋=総 理大臣及びジョージ Wブ ッシュ大統領は、2006年11月18日に会談し、日米二国間の安
全保障協力、特に弾道ミサイル防衛(BMD)の分望和こおける協力の検討を求め、2007年4月27日の首脳
会談においてその重要性を改めて強調した。閣僚は、本日、共通戦略目標及び同盟の変革の文脈にお
いて、この議題に焦点を当てた。

閣僚は、また、日本の防衛組織の庁から省への移行及び自衛隊の国際平和協力活動の本来任務化

を歓迎した。
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